
  

 

 

 

助成を

受ける

ための

要件 

１ 2 回以上の流産又は死産の既往があるもしくは専門医に不育症と診断され、不育症の検査・治療を

受けた法律上の婚姻関係にある夫婦（事実婚を含む）であること 

２ 夫婦の両方又はいずれか一方が、申請日の１年以上前から引き続き前橋市に住所を有していること 

３ 医療保険各法における被保険者又は被扶養者であること 

４ 申請日において市税の未納がないこと 

助 

成 

対 

象 

 

保険医療機関にて行った次に掲げる不育症検査・治療が助成対象です。 

(1)対象となる検査 

・子宮形態検査 ・抗リン脂質抗体 ・夫婦染色体検査 ・内分泌検査 

・流死産胎児絨毛染色体検査 ・血栓性素因関連検査 ・自己抗体検査 ・免疫学的検査 

・その他（医師が必要と認めたもの） 

(2)対象となる治療 

・医師の処方による低用量アスピリンの内服  ・ヘパリンカルシウム自己注射（教育入院を含む） 

・その他（医師が必要と認めたもの。治療の効果や副作用等を確認するための検査を含む。） 

※対象外の検査及び治療 

・教育入院時における差額ベッド代、食事代、処方箋によらない医薬品等の費用、交通費、出産費、文

書料 

・本市以外の地方公共団体から同様の助成金を受けている期間の費用 

・妊婦健康診査の助成を受けた不育症検査及び治療費 

・不妊治療の検査及び治療費 

・本市に住所を有しない期間の検査及び治療費 

助 成 

内 容 

令和７年 1 月 1 日から同年 12 月 31 日までに不育症治療・検査に要した医療費の自己負担額の 2 分の

1 以内とし、１０万円を限度とします。（100 円未満の端数は切り捨て） 

申 請 

期 限 

令和８年２月２７日（金） 

 

 

申 請 

場 所 

こども支援課 前橋市保健センター２階（前橋市朝日町 3－36－17） 

月曜～金曜日 午前８時３０分～午後５時１５分まで（祝祭日・年末年始は除く）  

助成金

の交付

方法 

・助成金の交付決定になった場合：交付決定通知書により通知し、請求書記載の口座に入金します。 

・助成金の不交付決定になった場合：要件に該当しないなど助成金が交付できない場合は、不交付決定

通知書を送付します。 

※申請期限直前は窓口が大変混み合いますので、申請書類が揃った方は早めに申請してください。  
※医療機関が発行する受診証明書は、医療機関によっては２週間～１か月程度要すことがあります。申請期限に間に合うよう
にご準備ください。 
※令和７年１月１日から同年 3 月 31 日までに本市から転出した方に対して経過措置がありますので、お問合せください。  

令和７年度前橋市不育症治療費助成事業のご案内 



申請に

必要な 

書類等 

必

須 

 

 

 

 

□１ 前橋市不育症治療費助成金交付申請書兼実績報告書 

（様式第 1 号：保健センター及び前橋市ホームページに所定の様式があります）  

□２ 前橋市不育症治療費助成事業受診等証明書 

（様式第２号：保健センター及び前橋市ホームページに所定の様式があります）  

□３ 未納税額のない証明【完納証明】（夫婦それぞれのもの） 

  …前橋市税において、未納がないことを証明するものです。  

（【各種税金の納税証明書】ではありませんので、ご注意ください。） 

※申請の１か月以内に発行したもの 

※交付窓口［市役所２階市民税課、支所、市民サービスセンター、コミュニティセンター、前橋プラザ元

気２１］で申請できます。 

※市外の方も前橋市税において未納が無いか確認するため、必要になります。 

（市外の方の交付方法については、前橋市収納課 027-898-6226 にお問合せください。） 

□４ 不育症治療費の領収書と診療明細書（原本） 

※返却を希望される場合は、領収書原本とコピーの両方をお持ちください。 

原本に申請受付済の印を押し、その場でお返しします。コピーをとる場合は日付順にお願いします。  

 ※不妊治療と同時に実施した場合、妊娠以前の検査・治療については「不妊治療助成事業」で申請するこ

とも可能です。その場合は、「不妊治療費助成事業」で申請した費用部分は重複して申請することはで

きません。 

□５ 振込先口座の通帳（表紙裏）や口座情報が分かるもののコピー 

※振込み口座は、申請者（夫婦のどちらか）の口座に限ります。  

□６ 健康保険証（検査・治療した方のもの）のコピー 

※領収書が発行されている方の健康保険証を確認します。 

必

要

に

応

じ 

□１ 戸籍謄本  ①単身赴任等で夫婦の一方が市外に住所を有する場合 

②夫婦ともに市内に居住しているが住所や世帯が異なる場合 

③事実婚の場合 

□２ 住民票   ①単身赴任等で夫婦の一方が市外に住所を有する場合 

□３ 事実婚に関する申出書 事実婚の場合 

■問い合わせ先：前橋市 こども未来部こども支援課 おやこ健康係 ＴＥＬ ０２７－２２０－５７０４ 

【参考】「先進医療不育症検査費用助成事業」とは、

先進医療に位置付けられた不育症検査が対象です。

別制度になりますので、詳細については右の前橋市

ホームページをご覧ください。 

R７不育症助成事業 

ホームページ 

 


